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トップメッセージ

　ステークホルダーの皆さまには、平素より温かいご支援、お引き立てを賜り、心より御礼申し上げます。本ディス
クロージャー誌の発行にあたり、三井住友フィナンシャルグループおよび三井住友銀行の平成23年度の取り組み、
ならびに、今後の経営方針についてご説明いたします。
　平成23年度は、連結当期純利益で前年比426億円増益の5,185億円、連結当期純利益ROEで10.4％を確保いたし
ました。また、中期経営計画初年度として、財務目標値において期初の想定を上回る、順調な滑り出しとなりました。
引き続き、「グローバル展開」、「銀証連携」を成長ドライバーとしつつ、「3つのC」（クロスセル、クレジット・コントロー
ル、コスト・コントロール）を徹底してまいります。

平成23年度の取り組み
当年度を顧みますと、海外では、昨年の夏以降、ギリシャ

の財政問題に端を発する欧州債務危機や新興国における金
融引締め策等から欧米経済が減速しましたが、米国経済は、
当年度末にかけて改善の動きが見られました。わが国経済
におきましては、東日本大震災により落ち込んだ企業の生
産活動が昨年の夏にかけてほぼ震災前の水準まで回復し、
景気も回復の兆しを見せましたが、世界的な経済の減速、
円高、タイでの洪水等を背景に、景気回復のペースは鈍化
しました。

そうしたなか、私どもは、東日本大震災からのわが国の
復興に向け、お客さまへの円滑な資金供給や決済手段の確
保等に全力で取り組みました。加えて、当年度から、平成
25年度までを計画期間とする中期経営計画をスタートし、
経営目標とする「戦略事業領域におけるトップクオリティ
の実現」および「新たな規制・競争環境に適応した財務体質
の実現」の達成に向け、「戦略事業領域の強化」および「業務
戦略を支える確固たる企業基盤の確立」の2つの戦略施策
に取り組んでまいりました。
平成23年度の業績につきましては、三井住友銀行にお

いて、国際部門が牽引役となったほか、市場営業部門が前
年に引き続き好調であったこと、ポートフォリオ改善によ
り与信関係費用が減少したこと等から、連結経常利益は
前年比1,101億円増益の9,356億円、連結当期純利益は前
年比426億円増益の5,185億円、連結当期純利益ROEは
10.4％となりました。また、中期経営計画で掲げた財務目
標値につきましては、平成25年度の目標達成に向け、着
実に歩を進めております。

三井住友フィナンシャルグループ
取締役社長 宮田　孝一
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三井住友銀行
頭取 國部　毅

中期経営計画の進捗状況

コアTier1比率*1（試算値） 平成23年
3月末

平成24年
3月末

平成25年度
目標値

規制完全実施時基準*2 6%台前半 7%台半ば 8%程度

参
考 規制導入時基準 8%強 9%強

平成22年度
（実績）

平成23年度
（実績）

平成25年度
目標値

連結当期純利益RORA*3 0.8% 0.9% 0.8%程度

連結経費率*3 52.5% 53.5% 50%台前半

単体経費率*3 45.6% 46.9% 40%台後半

海外収益比率*4 23.3% 26.0% 30%程度

*1  バーゼルⅢでの普通株式等Tier1比率のこと。SMFG連結ベース
*2  バーゼルⅢ規制における控除項目をすべて控除
*3  連結はSMFG連結ベース、単体はSMBC単体ベース
*4  内部管理ベース。中期経営計画期間中は、計画前提の1ドル＝85円
ベース

戦略施策におきましては、まず、グローバル展開では、
アジアを中心とする新興国の拠点網と人員を拡充したほ
か、三井住友銀行および三井住友ファイナンス＆リース
が住友商事と共同で英国ロイヤルバンク・オブ・スコットラ
ンド・グループの航空機リース事業を買収することに合意
するなど、事業ポートフォリオの強化を進めました。銀
証連携では、SMBC日興証券において、日本株のグローバ 

ル･オファリングに対応する体制整備を完了したほか、ク
ロスボーダーM&A業務強化のため米国のモーリス＆カン
パニーと提携するなど、ホールセール証券機能の強化に努
めるとともに、証券仲介等における三井住友銀行との連携
を一段と強化いたしました。コンシューマーファイナン 

ス／クレジットカード事業では、SMBCコンシューマー
ファイナンス（旧プロミス）、セディナにおいて、過払リス
クへの抜本的対応を実施するとともに、経営の機動性向上
を図るため、完全子会社化に向けた取り組みを進めました。

平成24年度の経営方針
私どもは、中期経営計画の2年目にあたる平成24年度

を「プロアクティブな発想・行動で、変化がもたらすチャン
スを的確に捉え、中期経営計画の実現に向けて着実に前進
する年」と位置付け、「グローバル展開」、「銀証連携」を成
長ドライバーとしつつ、「3つのC」を徹底しながら、「戦
略事業領域の強化」および「業務戦略を支える確固たる企業
基盤の確立」に、引き続き、積極的に取り組んでまいります。

◎戦略事業領域の強化
私どもは、「個人向け金融コンサルティングビジネス」、

「法人向けトータルソリューションビジネス」、「アジアを
含む新興国における商業銀行業務」、「証券・投資銀行業務」、
「非アセットビジネス（決済・アセットマネジメント等）」の
5つの戦略事業領域を一段と強化してまいります。

●個人向け金融コンサルティングビジネス
これまで以上に、お客さまのセグメントごとにしっかり

とニーズを捉え、適切な商品・サービスを提供してまいり
ます。具体的には、お客さまの多様化する資産運用ニーズ
にお応えするため、証券仲介業務における商品ラインアッ
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プの拡充や保険ビジネスの強化等を図ってまいります。ま
た、法人オーナー等のお客さまの事業承継や資産承継など
のご相談に総合的にお応えするため、法人ビジネスと個人
ビジネスの一体的運営を拡大するとともに、グループ各社
間の業務協働も進め、顧客基盤を強化してまいります。加
えて、お客さまのライフイベントに応じたサービスを提供
するとともに、クレジットカード、信販等の決済業務およ
び消費者金融業務に携わるグループ会社の管理機能を新設
の「CF決済事業部」に集約し、個人のお客さま向けの決済・
ファイナンス事業をグループ一体となって推進してまいり
ます。

●法人向けトータルソリューションビジネス
国内では、外部環境の変化等を踏まえ、M&Aを含む事

業再編やMBO等を検討される法人のお客さまが増加して
おります。私どもは、このようなお客さまのニーズや経営
課題にしっかりと対応するべく、営業店組織の改編や効果
的な人材配置を通じ、ソリューション提供力の向上を図る
とともに、貸出ビジネスを強化してまいります。

●アジアを含む新興国における商業銀行業務
新興国の高い成長力を取り込むべく、拠点ネットワーク

の拡充や国内外拠点の一体運営の拡大、豪亜地域における
投資銀行業務の推進部署の再編等を通じ、本邦のお客さま
の海外進出支援ニーズ等に一体的かつきめ細かくお応えす
るとともに、インフラファイナンスやトレードファイナン
ス等の成長分野におけるビジネスを拡大してまいります。
また、海外アセットの増加に対応した安定的な外貨資金の
調達も確保してまいります。

●証券・投資銀行業務
お客さまの多様なニーズにお応えするべく、私どもの証

券業務の中核を担うSMBC日興証券におきまして、強み
とするリテール証券業務では、市況やお客さまの投資マイ
ンドの変化に応じた商品を提供し、持続的拡大を図るとと
もに、ホールセール証券業務では、モーリス＆カンパニー
との提携をてこにしたクロスボーダーM&Aニーズへの対
応力強化、海外における日本株のグローバルオファリング
やユーロ円CB等の引受業務の拡大に取り組んでまいりま

す。また、三井住友銀行との協働を、引き続き推進してま
いります。

●非アセットビジネス（決済・アセットマネジメント等）
決済ビジネスは、収益安定性の高い、アセットを使用

しないビジネスであり、私どものビジネスのリスクリター
ンを改善するうえでも有効なビジネスであると考えており
ます。私どもは、本年4月に、中長期的かつグループ横断
的な視点で、決済ビジネス全般にかかる業務企画、戦略企
画、決済リスクの管理を行う「決済企画部」、および、三井
住友銀行において、法人のお客さま向け決済ビジネスを推
進する「トランザクション・ビジネス本部」を設置いたしま
した。今後は、国内外のお客さまの預金、決済・為替等のニー
ズや決済取引に付随する資金ニーズに、より一体的かつ機
動的にお応えし、決済ビジネスを強化してまいります。ま
た、アセットマネジメントビジネスにおきましては、グルー
プ内連携および海外アセットマネジメント会社との提携に
も、引き続き取り組んでまいります。

◎業務戦略を支える確固たる企業基盤の確立
私どもは、業務運営がグループベース、グローバルベー

スに広がりを見せるなか、確固たる企業基盤の確立に必要
な体制を引き続き整備してまいります。まず、グローバル
展開を支える企業基盤の強化につきましては、リスク管理
の高度化やグローバル人材の育成、海外の現地採用者の育
成・登用等、グローバルビジネスの持続的拡大に向けた体
制整備を進めてまいります。また、戦略事業領域を強化す
る一方、事業構成の多様化を図るとともに、業務プロセス
の見直し等を通じ、業務効率化にも取り組み、グループベー
スでの経営管理を高度化してまいります。コンプライアン
スにつきましては、規制環境の変化を踏まえた対応を行う
とともに、グループ全体の法令遵守態勢および内部管理態
勢の一層の強化を図ってまいります。

資本政策および株主還元策
三井住友フィナンシャルグループは、中期経営計画に

おいて、平成26年3月末のコアTier1比率※の目標値を8％
程度とし、バーゼルⅢの完全実施時（平成31年3月末）の
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最低所要水準である7％を5年前倒しで、1％程度上回る
かたちで達成することを目指しておりますが、平成24年
3月末には7％台半ばに達しております。
今後、グローバルにシステム上重要な金融機関（G-SIFIs）

には追加的な所要資本（資本サーチャージ）が課されること
になりますが、それを勘案しても、中期経営計画において
掲げた戦略施策に取り組み、グローバルにも高い効率性を
引き続き発揮し、着実に内部留保を蓄積することで、十分
に必要な資本水準を確保できると考えております。
※ バーゼルⅢの普通株式等Tier1比率のこと。三井住友フィナンシャル
グループ連結ベース。バーゼルⅢ規制における控除項目をすべて控
除したベースでの試算値

一方、三井住友フィナンシャルグループは、銀行持株会
社としての公共性に鑑み、健全経営確保の観点から内部留
保の充実に留意しつつ、安定的かつ継続的な利益配分に努
めております。私どもは、連結当期純利益に対する配当性
向を20％超とすること、企業価値の持続的な向上を図る
ことを、株主還元策の基本方針としております。

なお、平成24年度通期の業績予想につきましては、連
結経常利益で9,100億円、連結当期純利益で4,800億円と
しております。また、普通株式一株当たりの年間配当予想
につきましては、国際的な資本規制強化の動向等を踏まえ
内部留保の充実に意を用いる必要があることに加え、連結
配当性向についても相応の水準を確保できる見込みである
こと等から、昨年度と同水準の100円、中間配当は、年間
配当予想額の半分の50円とさせていただいております。

国内外の経済情勢は依然として不透明・不確実・不安定
でありますが、私どもは、これらの施策を通じて、ステー
クホルダーの皆さまからの付託にお応えしてまいりたい、
と考えております。今後ともなお一層のご理解、ご支援を
賜りますようお願い申し上げます。

三井住友銀行
頭取

三井住友フィナンシャルグループ
取締役社長

平成24年7月

「先進性」「スピード」「提案・解決力」の最大化により
「最高の信頼を得られ世界に通じる金融グループ」を目指す。

・戦略事業領域におけるトップクオリティの実現
・新たな規制・競争環境に対応した財務体質の実現

経営
目標

財務
目標

・グローバル金融グループに相応しいコアTier 1比率
・アセットクオリティを高め、リスク・リターンの更なる向上を実現
・グローバル金融グループの中でトップレベルの効率性を追求
・アジアを中心とする海外の成長を捕捉し、海外収益力を増強

目指すべき方向性

実現のための方策

個人向け金融
コンサルティングビジネス

法人向け
トータルソリューションビジネス

アジアを含む新興国における
商業銀行業務

非アセットビジネス
（決済・アセットマネジメント等）

証券・投資銀行業務

グループ経営強化・グローバル化推進・業務効率化

「健全性」「収益性」「成長性」の
  バランスのとれた安定的な向上を図る。

経営方針

中期経営計画（平成23～25年度）

戦略事業領域

企業基盤

中期経営計画の概要（平成23年5月公表済）

経営のポイント“3つのC”

Team SMFG、Team SMBC

● クロスセル （Cross-Selling）

● クレジット・コントロール （Credit Control）

● コスト・コントロール （Cost Control）
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 ■ 個人の皆さまへのサービス
SMFGでは、グループ各社が協働して個人のお客さまへ

のサービス向上に取り組んでおり、お客さまから高い評価
をいただいています。
三井住友銀行では、「ひとりひとりに価値あるサービス

を。」をスローガンに掲げ、個人のお客さまのさまざまな
ニーズにお応えできるよう、商品・サービスの充実に取り
組んでいます。

「殖やす」ニーズへの対応
三井住友銀行では、お客さまの

多様な資産運用ニーズにお応えす
るため、投資信託を豊富に揃えて
います。平成23年度は、新興国
のハイ・イールド社債や高配当株
式および不動産の3つの資産に投
資しつつ、金利や為替の見直しに
応じて通貨の配分を機動的にコン
トロールするファンド、米国株式
に投資するファンド、海外の転換

社債に投資するファンドなどを導入し、商品ラインアップ
の更なる拡充を図りました。なお、平成23年6月1日から
8月31日までの間に、三井住友銀行およびSMBC日興証券
の両社にて販売した投資信託のうち、日本株に関連する商
品を対象に、販売手数料収入の半額を、被害の大きかった
岩手県、宮城県、福島県、茨城県の各県庁に寄付しました。
個人向け国債（平成23年12月
から「復興国債」に愛称変更）につ
いては、平成22年6月より、個
人向け国債「SMBCグリーンプロ
グラム」として、お客さまと銀行
が一体となって環境保全に貢献で
きる取り組みを恒常的に行ってい
ます。平成23年度は、東北地方
から創出される排出枠（国内クレ
ジット）を活用するなど、日本国
の温室効果ガス削減と東北地方の中小企業等の支援などに
取り組んでいます。また、平成24年3月より、新たな個人
向け国債として、東日本大震災の復興財源として活用され
る「個人向け復興応援国債」の販売を開始しました。
外貨預金については、お客さまの外貨建ての資産運用

ニーズの高まりを受け、平成23年度はメキシコペソ、ト
ルコリラの2通貨を、平成24年4月より、ブラジルレアル
を新たにラインアップに加えました。

SMBC日興証券をパートナーとする金融商品仲介ビジネ

スでは、幅広いお客さまに対して、さまざまな外債や円建
て債を継続的に販売しています。平成23年度は仕組債、既
発債のラインアップを拡充し、リテール銀証協働事業の一
層の推進を図っています。

「遺す（守る）」ニーズへの対応
三井住友銀行では、国内全支店の店頭で生命保険を取り
扱っています。平成23年度は、個人年金保険については
外貨建ての定額商品、終身保険については高い死亡保障機
能と長期的な資産形成機能をバランスよく備えた円建て定
額の商品、医療保険については、保険料を一時払で払い込
みいただき、幅広い病気やケガに対する一生涯の保障を準
備する商品の取り扱いを開始し、ラインアップを拡充しま
した。また、店頭のみならず、
普段来店が困難なお客さまへ、
ATMやインターネットで、資
料をご請求いただければご来
店いただかずにお手続きがで
きるサービスを提供するなど、
お客さまのニーズにお応えし
ています。
更に、三井住友銀行では遺言信託を取り扱っており、お

客さまの円滑な相続を実現するため、遺言書の作成に関す
るご相談から、遺言書の保管、遺言の執行まで、世代を超
えたパートナーとして、トータルにお手伝いしています。

「使う（借りる）」ニーズへの対応
三井住友銀行では、例えば、住宅ローンをお借り入れ

のお客さまが、三大疾病（ガン・急性心筋梗塞・脳卒中）など
にかかり所定の状態になったと医師により診断された場
合に、当該ローン残高がゼロとなる保障の付いた「三大疾
病保障付住宅ローン」、お客さまのご自宅が自然災害によ
り損壊した場合に、その損壊度合に応じてご返済金額の一
部を免除する「自然災害時
返済一部免除特約付住宅
ローン」など、お客さまの
さまざまなニーズにお応
えできるよう、商品の開
発、サービスの充実に取
り組んでいます。
また、「SMBCダイレクト（インターネットバンキング等）」

により、ご来店いただくことなく住宅ローンの「全額繰上
返済」「一部繰上返済」「金利種類の変更」がお手続きいただ
けるなど、お客さまの利便性向上にも取り組んでいます。
なお、三井住友銀行では、金融円滑化法に対応し、お取
引店と全国8カ所に設置している専門部署（ローンサポー

お客さまへのアプローチ

ATM画面イメージ
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ト業務部）に「金融円滑化相談責任者」を設置しています。
さらに、東日本大震災で被災された個人のお客さまに対し
て、「特別金利住宅ローン」を取り扱いしているほか、既に
当行で住宅ローン等をお借り入れのお客さまについても、
ご返済について柔軟にご相談をお受けしています。今後と
も、住宅ローン等の返済にお困りのお客さまに対し、きめ
細かなサポートを行い、より迅速・的確に対応できるよう、
取り組んでいきます。
カードローンについては、平成23年10

月に、SMBCコンシューマーファイナンス
株式会社*1が保証する三井住友銀行カード
ローンの契約極度額を従来の最高500万円
から800万円へ拡大、最低金利を従来の年
5.0％から年4.0％に引き下げるなど、お客
さまにとってよりご利用いただきやすい商
品性に改定しています。
更に、三井住友銀行では、外貨両替サービスの一つと

して、ご希望の外貨をご自宅・勤務先まで代金引換にてお
届けする「外貨宅配」を提供しています。取扱通貨は、平成
24年3月に新たに「ベトナムドン」など4通貨を加え、全
36通貨となりました。旅行や出張などのあわただしいご
出発前に両替の時間がない方、事前にお求めの通貨を手に
入れたい方に、利便性の高いサービスとなっています。
*1  SMBCコンシューマーファイナンス株式会社の旧社名はプロミス株式会
社です。平成24年7月1日に社名を変更しています。

お取引チャネル
リモートバンキング「SMBCダイレクト」については、お
客さまのニーズに応えたサービスメニューの充実・利便性
の向上に努めるとともに、先進性の高いサービスの展開・
セキュリティーの強化に取り組んでいます。平成23年10

月からは、海外勤務等で海外にお住まいとなるお客さま向
けにインターネットでの取引を可能とする「SMBCダイレ
クト・グローバルサービス」の取り扱いを新たに開始しまし
た。従来、海外にお住まいのお客さまが国内預金の管理や
国内振込先へのお振込等を行う際は、郵送やFAXにて手続
を行っていましたが、本サービス開始によりインターネッ
トバンキングをご利用いただけるようになり、利便性が大
幅に向上しています。
急増するスマートフォン利用者向けの取り組みとして

は、スマートフォン向け専用画面の提供を開始し、残高照
会や振込時など、操作性が
向上しています。更に、「多
忙なビジネスパーソン」向
けの収支管理をサポートす
るスマートフォン専用の収

支管理アプリ「すまーと収支」の提供を開始（Android*2 OS

搭載端末用は平成23年9月、iPhone*3（iOS搭載端末用）は
平成24年1月）するなど、より一層便利なチャネルとなっ
ています。
*2  「Android」はGoogle Inc.の商標または登録商標です。
*3  「iPhone」は米国および他の国々で登録されたApple Inc.の商標です。

また、東京・神戸・福岡に設置している個人のお客さま向
けコールセンターでは、インターネット利用者の「重要な
内容は電話で相談したい」というニーズにもお応えし、電
話による資産運用やローンに関するご相談、金融サービス
情報のご案内など、お客さまのライフスタイルやニーズに
あわせたサービスを提供する体制の強化を図っています。

◆  SMBC日興証券との協働事業
三井住友銀行とSMBC日興証券は、個人向けビジ
ネスの分野において、個人向け金融商品仲介業務、
ファンドラップ業務、顧客紹介業務、銀行代理業務
の4つの業務を中心に、グループとしての商品供給
力・サービス提供力向上に取り組んでいます。
また、協働事業の更なるレベルアップに向け、

SMBC日興証券の資産運用サービスに長けた人材を
三井住友銀行へ出向させるなど、人材交流を推進す
ることで、両社の持つノウハウの共有促進も図って
います。
今後も、商品・サービス、チャネル、人材面等、
あらゆる分野において、銀行・証券の融合を進め、
お客さまに満足度の高いサービスを提供していき 

ます。

◆ 個人部門本部マーケティング体制の見直し
お客さま起点でのマーケティングを強化し、これ

まで以上に、お客さまのさまざまなニーズに即した
商品・サービスを提供するため、三井住友銀行の個
人部門本部において、平成24年4月に組織改定を
実施しました。具体的には、ライフイベントに応じ
た複合取引の推進など、マーケティング機能をより
一層強化するため、マスリテール事業部・ローン事
業部を、「リテール事業部」および部内室「ローン事
業室」に再編しました。また、コンサルティングビ
ジネスの推進態勢を強化するため、「コンサルティ
ング事業部」の部内部として、資産運用、相続、遺
言信託等にかかるフロントサポート機能を集約した
「ウェルスマネジメント推進部」を設置しました。

Topics
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■ 法人の皆さまへのサービス
中堅・中小企業への商品・サービス強化
●金融円滑化への取り組み
三井住友銀行では、お客さまを取り巻く環境が厳しさを増

すなか、お客さまへの円滑な資金供給が私ども金融機関の社
会的責務であるとの認識に立ち、より適切かつ積極的な金融
仲介機能の発揮に努めています。平成21年12月には、法人
部門の統括部署内に「法人金融円滑化推進室」を設置するなど、
よりきめ細かく対応できる体制を整備しています。
お客さまの事業の発展に貢献するため、お客さまのニーズ・

課題等を理解し、適切な商品・サービスをご提供できるよう、
引き続き取り組んでいきます。

● 環境・リスク対応・食の安全等、企業ニーズに対応したソ
リューション開発
省資源・省エネルギーや地球温暖化等、環境問題への対応や、

自然災害発生時の対策、食の安全性確保等、お客さまを取り
巻く課題は年々多様化しています。三井住友銀行では、この
ような課題にいち早く対応をされているお客さまのご支援を
行うための、各種ソリューションの開発を行っています。
平成20年にお客さまの環境経営の推進を支援する「SMBC

環境配慮評価融資／私募債」を開発したことを皮切りに、平成
22年には中堅・中小企業の環境経営を支援する「SMBC環境配
慮評価融資／私募債ecoバリュー up」、平成23年にはお客
さまが建設・保有するビルやマンション等の環境性能やリスク
対策を評価する「SMBCサステイナブル ビルディング評価融
資／私募債」や、お客さまの事業継続への取り組みを支援する
「SMBC事業継続評価融資」、また、食品関連企業における食
の安全・安心や農業への取り組みを評価する「SMBC食・農評価
融資／私募債」を開発しています。
今後もこのようなソリューション開発を通じ、さまざまな

課題に対して先進的な取り組みを行うお客さまを支援してい
きます。

●各種情報提供に関するサービス
三井住友銀行の「業務斡旋｣は、個別にお客さま同士をご紹

介するほか、多数のお客さまを大企業の購買窓口等に集中的
にご紹介する「一括マッチング」等
があり、お客さまのニーズにあう
新しいビジネスパートナーの紹介
に努めています。
また、環境ビジネスの推進を目

的に、平成23年12月に4回目と
なる「三井住友フィナンシャルグ
ループ環境ビジネスフォーラム」
を、東京ビッグサイト「エコプロ

ダクツ2011」内で開催しました。そのなかで、大手企業のエ
ネルギー・環境に関する仕入拡大ニーズと、中小企業の販路
拡大ニーズをマッチングする商談会を開催し、約1,000件の
商談を行いました。なお、同イベントにおいてSMFG各社が、
幅広い環境ソリューションを展示するとともに、パネルディ
スカッションを開催するなど、さまざまな情報提供も行いま
した。

更に、株式公開を検討しているお客さまに対し、三井住友
銀行とSMBC日興証券が共同運営する会員制無料情報提供
サービス「IPOナビゲーター」を平成22年7月にリリースしま
した。IPOに必要な情報をご提供できるプラットホームであ
り、平成24年3月末現在、431社のお客さまにご入会いただ
いています。平成24年2月には3回目となる「IPOセミナー」
を東京で開催しました。当日はSMBC日興証券が主幹事を務
め平成23年10月にJASDAQ（グロース）に新規上場された、
株式会社スリー・ディー・マト
リックスの髙村社長に上場体験
談をお話しいただき、大変盛況
でした。

グローバル企業への対応力強化
海外へ進出するお客さまが増加するなか、資金調達や資金

管理のみならず、商習慣や文化、制度解釈等の課題解決ニー
ズはますます高まっています。
三井住友銀行では、お客さまの直面するクロスボーダーの

課題解決に向け、国内拠点・海外拠点一体となった対応力の強
化を進めています。
各国の経済・投資環境の定期的な情報発信、中国・アジア・南

米等の各国別セミナーや貿易実務セミナーを開催するととも
に、海外進出を検討されているお客さまには、現地事情、各
種規制、業界動向等の最新情報を提供しています。また、既
にグローバルに展開されているお客さまには、事業の拡大
や再編等、お客さまのニーズに応じた質の高いサポートやソ
リューションの提供を行っています。
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従業員の皆さまのライフプランサポート
高齢化の進展、雇用の流動化、ライフプランの多様化等、
従業員の皆さまを取り巻く社会環境の変化が、法人のお客さ
まの経営戦略にも大きな影響をもたらしています。
これらの法人のお客さまの抱える人事面・財務面の課題に
応えるため、三井住友銀行および同行関連会社等の商品・サー
ビスを活用し、福利厚生制度や確定拠出年金制度の構築・運
営をサポートします。また、従業員の皆さまに
は、ライフプランの実現をサポートする商品・
サービスをご提供します。

■ �経営者・資産家・従業員の皆さまへ
のサービス

プライベート・アドバイザリー本部
三井住友銀行では、プライベート・アドバイザリー本部（以

下PA本部）が関連会社や提携企業と連携しながら、個人・法人
の双方のニーズに対してシームレスなサービスを提供してい
ます。

PA本部では、企業経営者の皆さまの大切な事業や資産
を円滑に承継できるよう、豊富な経験から蓄積したノウハ
ウと大手税理士法人との提携により、きめ細かな提案や情
報を提供する「事業承継・資産承継サポート業務」、資産家
の皆さまの金融資産に関してそれぞれのニーズにあわせた
総合的な金融サービスの提供を行う「資産運用・管理サポー
ト業務」、法人のお客さまの人事・財務戦略の一環として、
従業員の皆さまに対する福利厚生制度や確定拠出年金制度
の構築・運営をサポートする「職域取引業務」があります。
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事業承継・資産承継サポート
PA本部では、将来の事業承継や資産承継に課題や不安

を持つお客さまに対し、オーダーメイドのご提案を実施し
ています。また、各種セミナーを開催しタイムリーな情報
提供にも努めており、企業経営者や資産家の方々から多く
の相談をお受けしています。

資産運用・管理サポート
お客さまの金融資産に関するお考えを共有し、資産の配
分に関するご提案、各資産ごとの具体的な運用のご提案等
の総合金融アドバイスを行います。
また、平成22年6月より、三井住友銀行、英国バーク

レイズ、SMBC日興証券の3社が提携した資産運用サービ
スを新たに展開し、より幅広い資産運用ニーズにお応えし
ています。

三井住友銀行は、英国バークレイズとSMBC日
興証券との3社提携により、SMBC日興証券内に
「SMBCバークレイズ部」を設置、企業経営者や資産
家のお客さまの求める多様な運用ニーズにお応えし
ています。
◆  グローバルな運用情報
バークレイズのグローバルなリサーチ力を活かし、

お客さまの投資判断にご活用いただける運用情報を
ご提供。
◆  投資特性分析（FPA）
行動経済学を活用したFPA（投資に関する選考や行
動の傾向を理解するツール）の結果に基づき、お客さ
まに最適な資産運用をご提案。
◆  多様な商品・サービスのご提供

SMBCバークレイズ部専属の商品開発チームによ
る、多様な商品ラインアップの整備。
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■ 投資銀行ビジネス
SMFGでは、三井住友銀行の投資銀行部門およびSMBC

日興証券を含むグループ会社の力を結集することで、企業
の資金調達・運用、M&A、リスクヘッジなど、さまざまな
ニーズに対し最適なソリューションを提供し、お客さまの
ビジネス展開や企業価値向上のお手伝いをしています。

SMBC日興証券との連携
SMBC日興証券はSMFGの中核証券会社として、リテー
ル・ホールセール事業ともに三井住友銀行と連携し、業務
を拡大してきました。
リテールでは個人のお客さまへの証券仲介や顧客紹介を
通じ、多様化する顧客ニーズに対し、銀証協働による取引
深耕を図っています。ホールセールでは、平成23年度リー
グテーブル（トムソン・ロイター）において、グローバル株
式・株式関連 - 日本ブックランナー第3位（シェア18.1％、
前年順位第11位）と大幅に順位を上げ、これまでの海外拠
点における証券業務の拡充の効果が現れてきています。
また、M&Aファイナンシャル・アドバイザリー業務では、
銀行との連携や着実な案件の積上げによって安定的な地位
を維持できる体制を構築しており、「日本企業関連　公表
案件（案件ベース）」の第2位（シェア3.1％、前年順位3位）
を獲得しています。
加えて、三井住友銀行およびSMBC日興証券は、米国

独立系投資銀行であるMoelis&Company（以下「Moelis」）
とこれまでの業務協働関係を更に強化すべく、平成24年
1月に新たに業務・資本提携契約を締結しました。Moelis

が有するグローバルネットワークを活かし、日本企業によ
るクロスボーダーM&Aのニーズにしっかりとお応えでき
るよう一層緊密に連携し、お客さまの企業価値向上に資す
る提案を行っていきます。

豪亜地域における取り組み強化について
資源・インフラ分野を中心に海外のなかでもとりわけ大

きな成長が期待される豪亜地域において、多様化・高度化
するお客さまのニーズに機動的にお応えしていくため、平
成24年4月に投資銀行部門各部の現地駐在機能等を集約
し、新設部として「アジア投資銀行営業部」を設置しました。
投資銀行部門プロダクツを総合的に提案することにより、
お客さまの海外展開をより迅速にサポートしていきます。

◆  インフラファイナンス
アジアを中心とする新興国経済の成長取込を加速

するため、三井住友銀行は平成23年度発表の中期経
営計画にて「インフラファイナンスの強化」を掲げて
います。平成24年2月には、シンガポールに基盤を
置く企業のインフラプロジェクト等を支援するプロ
ジェクト金融会社へ参画し、同3月には、インドネ
シアにおけるインフラ整備開発に関する政府系金融
会社PT Indonesia Infrastructure Financeへの出資・
業務提携契約を締結しました。これまでプロジェク
トファイナンスの分野で培ってきた専門性を活かし、
各国におけるインフラ整備をはじめとした経済発展
に資する付加価値の高いサービスに一層まい進して
います。
また、平成22年7月に発足した部門横断的な組織
である成長産業クラスタープロジェクトチームは、
平成24年3月に経済産業省より日本総合研究所が受
託したタイの工業団地のスマート化の事業化調査を、
（株）東芝、（株）NTTデータ、伊藤忠商事（株）ととも
に再委託先として受託しました。本件で三井住友銀
行はスマートコミュニティ実現に向けたファイナン
スモデルの検討を行います。
このような事業化調査からファイナンスに至るさ

まざまな局面において、お客さまへのサポートを一
層強化するため、平成24年4月に同チームを正式に
「成長産業クラスター室」としてプロジェクトファイ
ナンス営業部内に設置しました。
※ クラスターとは本来葡

ぶどう

萄などの房から、転じて群や集団を意味します。
産業クラスターとは、特定の分野において産学官・異業種連携の広域的
なネットワークが形成され、知的資源の相互活用によって新事業が創出
される状態をいいます。

Topics

平成24年4月1日現在

London Frankfurt

Luxembourg

Dubai

Sydney

Palo Alto
Los Angeles

Chicago Boston

Houston

Beijing

Shanghai Tokyo
Hong Kong

Singapore（銀行拠点）

： SMBC日興証券の拠点

： Moelisの拠点

Jakarta

New York
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■ 国際ビジネス
SMFGでは、三井住友銀行の国際部門を中心に、内外の

企業、金融機関、各国政府・公営企業等の、グローバルに
事業展開するお客さまに対して地域特性に応じた付加価値
の高いサービスの提供に努めています。
三井住友銀行は、アジア・米州・欧州の3地域を軸に、世

界各地において、グループ会社や海外現地法人とも連携し、
常に最先端の情報とサービスを提供できるグローバルな商
業銀行を目指します。

海外ネットワークの拡充
三井住友銀行では、日系企業のお客さまへのサービス向

上や、新興・成長市場へのアプローチを強化するため、海
外ネットワークの充実を図っています。

開設年月 国 開設拠点
平成23年4月 マレーシア マレーシア三井住友銀行
平成23年4月 インド ニューデリー駐在員事務所
平成23年5月 中国 三井住友銀行（中国）有限公司　 

深圳支店
平成23年9月 オランダ 欧州三井住友銀行　 

アムステルダム支店
平成24年2月 カンボジア プノンペン駐在員事務所
平成24年2月 トルコ ドバイ支店イスタンブール出張所
平成24年5月 ペルー ニューヨーク支店リマ出張所

国際ビジネスの強化
三井住友銀行では、平成23年度から平成25年度までに
海外収益比率の30％程度への引き上げを目標とする中期
経営計画を開始し、海外業務に積極的なリソースの投入を
行っています。

海外ビジネス業務純益、海外収益比率推移*1

海外貸出金残高*2

*1  内部管理ベース。三井住友銀行および海外主要子銀行の合計。平成23年度の海
外収益比率は、 中期経営計画前提の1ドル=85円ベース

*2  内部管理ベース（各期末換算レートにて換算）。三井住友銀行、欧州三井住友銀
行および三井住友銀行（中国）の合算

新興国市場での業務拡大と、強みとするプロダクツの強化
三井住友銀行では、ニューヨークとロンドンに設けた新
興国を専門に担当する営業部署や、東京本部において地場
金融機関への出資・提携等を含む新興国ビジネス開拓を行
う国際業務開発室が中心となり、新興国市場での業務の拡
大を図っています。
また、アジアを含む新興国の成長を取り込んでいくため、
三井住友銀行が従来から強みを有するインフラ関連のプロ
ジェクトファイナンスや、トレードファイナンス、トラン
ザクション・バンキング（キャッシュ・マネジメント・サービ
ス等）を成長領域と位置付け、更なる強化を図っています。

マンデーティッド・アレンジャー（平成23年）*1

グローバル アジア*2

シンジケートローン 9位 5位

プロジェクトファイナンス 3位 7位

*1  出所　トムソンロイター
*2  シンジケートローン：アジア（除く日本）、プロジェクトファイナンス：アジア
大洋州（含む豪州および日本）

トレードファイナンス関連収益

先進的なプロダクト

*  「ASIAMONEY」誌キャッシュ・マネジメント・サービス調査H23/8月号
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■EMEA
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■アジア

H22 25
（計画）

（年度）23

キャッシュ・
マネジメント・
サービス

大企業 4位
邦銀中、
6年連続1位 アジア地域

CMS
外銀トップ3

目標

6年連続1位

中堅企業 4位

中小企業 3位

金融機関 1位円決済サービス

グローバルな
金融再編・

ビジネスモデル
の見直し

連結Tier I比率で
10%程度以上
を継続的に確保

中期的には
連結ROE10%

程度を目指す

新たな金融秩序 当社の戦略

強靭な資本基盤
の確保

着実な成長を
実現する

事業ポートフォリオの
構築

財務目標

平成21年度における経営方針 「基本原則に則った業務運営の徹底により、守りを固めつつ、着実な成長を目指す」

「経費」「クレジットコスト」のコントロール

顧客アンケート調査（アジア・パシフィック総合ランキング）*

グローバルプレーヤーにふさわしい財務体質の構築

成長事業領域の強化に向けた取り組み

日興コーディアル証券を完全子会社化、�
総合証券会社として業務開始

オリックス・クレジット
の連結子会社化

バンク セントラル アジア
（インドネシア）との業務提携

東亜銀行（香港）との
資本提携

普通株増資（累計18,340億円）　
資本性証券の買戻し（総額2,930億円）
ゴールドマン･サックス宛優先株式の普通株式転換

●
●
●

経費率

前年度比
+1.1％

40%台を
維持 47.1%
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クレジットコスト

前年度比
△2,954億円大幅な削減 ▲2,546億円

SMBC単体 Tier I 比率

平成21年3月末比
+2.93％

目標水準を
確保 11.15%

SMFG連結

当期純利益
前年度比      

+6,450億円
平成 21年11月予想比

+515億円

増益を確保 2,715億円
（連結ROE:7.5％）

SMFG連結

普通株配当

前年度比
+10円／株増配 100円／株
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成長事業領域の強化に向けた取り組み

日興コーディアル証券を完全子会社化、�
総合証券会社として業務開始

オリックス・クレジット
の連結子会社化

バンク セントラル アジア
（インドネシア）との業務提携

東亜銀行（香港）との
資本提携

普通株増資（累計18,340億円）　
資本性証券の買戻し（総額2,930億円）
ゴールドマン･サックス宛優先株式の普通株式転換

●
●
●

経費率

前年度比
+1.1％

40%台を
維持 47.1%

SMBC単体

クレジットコスト

前年度比
△2,954億円大幅な削減 ▲2,546億円

SMBC単体 Tier I 比率

平成21年3月末比
+2.93％

目標水準を
確保 11.15%

SMFG連結

当期純利益
前年度比      

+6,450億円
平成 21年11月予想比

+515億円

増益を確保 2,715億円
（連結ROE:7.5％）

SMFG連結

普通株配当

前年度比
+10円／株増配 100円／株

0

500

1,000

1,500

2,000

0

100

200

300

400

0%

10%

20%

30%

40%

7%

26%
23%

20%

（億円）

平成21年度 平成22年度

SMBC日興証券 SMBC日興証券

H23/3月末比
+6兆円
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+3.5兆円
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H22年度比倍増（百万米ドル）

■EMEA
■米州
■アジア

H22 25
（計画）
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キャッシュ・
マネジメント・
サービス

大企業 4位
邦銀中、
6年連続1位 アジア地域

CMS
外銀トップ3

目標

6年連続1位

中堅企業 4位

中小企業 3位

金融機関 1位円決済サービス

グローバルな
金融再編・

ビジネスモデル
の見直し

連結Tier I比率で
10%程度以上
を継続的に確保

中期的には
連結ROE10%

程度を目指す

新たな金融秩序 当社の戦略

強靭な資本基盤
の確保

着実な成長を
実現する

事業ポートフォリオの
構築

財務目標

平成21年度における経営方針 「基本原則に則った業務運営の徹底により、守りを固めつつ、着実な成長を目指す」

「経費」「クレジットコスト」のコントロール

顧客アンケート調査（アジア・パシフィック総合ランキング）*

グローバルプレーヤーにふさわしい財務体質の構築

成長事業領域の強化に向けた取り組み

日興コーディアル証券を完全子会社化、�
総合証券会社として業務開始

オリックス・クレジット
の連結子会社化

バンク セントラル アジア
（インドネシア）との業務提携

東亜銀行（香港）との
資本提携

普通株増資（累計18,340億円）　
資本性証券の買戻し（総額2,930億円）
ゴールドマン･サックス宛優先株式の普通株式転換

●
●
●

経費率

前年度比
+1.1％

40%台を
維持 47.1%

SMBC単体

クレジットコスト

前年度比
△2,954億円大幅な削減 ▲2,546億円

SMBC単体 Tier I 比率

平成21年3月末比
+2.93％

目標水準を
確保 11.15%

SMFG連結

当期純利益
前年度比      

+6,450億円
平成 21年11月予想比

+515億円

増益を確保 2,715億円
（連結ROE:7.5％）

SMFG連結

普通株配当

前年度比
+10円／株増配 100円／株
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■ 市場性取引ビジネス
SMFGは三井住友銀行の市場営業部門において、資金・
外国為替・債券・デリバティブ等の取引を通じ、高度化・多
様化するお客さまの市場性取引ニーズにお応えし、より付
加価値の高いサービスの提供に努めています。

お客さまの市場性取引ニーズにあわせた
ソリューション提案やサービスの拡充
市場営業部門では営業店と協働し、法人のお客さまへの

相場環境の変化を踏まえた各種ヘッジスキームのご提案等、
お客さまの市場性取引ニーズにあわせたソリューションの
提供を行っているほか、お客さまの市場性取引の利便性向
上ニーズに応え、「i-Deal（インターネットを通じた為替予
約等の締結システム）」の機能向上を継続的に行っています。
今後も引き続き、お客さまのニーズに万全にお応えし、業
界最高水準のサービスでフルサポートしていきます。

ALM・トレーディング業務
市場営業部門ではALM（アセット・ライアビリティー・マ

ネジメント）業務を通じ、貸金等の資産、預金等の負債のバ
ランスを総合的に調整することにより、健全な資産負債運
営と安定的な収益確保に取り組んでいます。
また、トレーディング業務においては、金利、外国為替、

コモディティ等、さまざまな市場に対するアプローチを通
じ、収益の極大化を図っています。

Topics

◆アジア諸国を中心とした新興国通貨の取扱拡充
お客さまのニーズにお応えするべく、アジア諸国を

中心とした新興国通貨の取扱拡充を進めています。ま
た、アジア担当エコノミストによるセミナー開催や外
国為替取引等にかかわる情報ツールのご提供等、お客
さまへの情報発信にも取り組んでいます。
◆ インターネットを通じた外国為替取引サービ
スの拡充
お客さまの利便性向上のため、「i-Deal（インター

ネットを通じた為替予約等の締結システム）」のリ
ニューアルを実施し、平成23年5月以降、順次、機
能面や操作性の大幅レベルアップを進めています。引
き続きお客さまのニーズにお応えするべくサービス
の向上に努めていきます。

Topics
◆ ロイヤルバンク・オブ・スコットランドグルー
プから航空機リース事業の共同買収
平成24年6月1日、三井住友銀行、三井住友ファ

イナンス＆リースおよび住友商事株式会社は、英国
の大手金融機関であるロイヤルバンク・オブ・スコッ
トランドグループから、同行傘下の航空機リース事
業を共同買収し、「SMBC Aviation Capital」として
業務を開始しました。今後増大するアジアをはじめ
とする新興国の航空需要を取り込み、更なる事業の
拡大を図っていきます。 お客さま

インターバンク市場

法人営業部・支店

お客さま
オーダーフロー

市場営業部門

市場営業統括部

企画・調査

市場営業推進部

お客さまとの取引

お客さま利便性追求によるサービス向上

市場営業部

トレーディング

お客さまオーダーフロー
やALMヘッジフロー等に
基づく効率的な
オペレーション

外国為替取引
デリバティブ
取引
債券取引

CD・CP取引

市場資金部
市場運用部

ALM

的確なALM
オペレーション
と流動性管理

預金取引
貸金取引
債券投資

オルタナティブ
投資

資金・債券取引

ALM
オペレー
ション等
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■ 決済ビジネス
決済ビジネス強化に向けた態勢整備
三井住友銀行では、法人のお客さまの決済ニーズおよび

付随するファイナンスニーズに対応するため、各部の連携
を強化し、より一体的、かつ機動的に商品・サービスをご
提供できるように、「トランザクション・ビジネス本部」を
設置し、「EC業務部」、「グローバル・アドバイザリー部」、「ア
セットファイナンス営業部」を同本部に集約しています。
また、SMFGおよび三井住友銀行では、決済ビジネスの
中長期的かつグループ横断的な視点で、決済ビジネス全般
にかかる戦略企画、業務企画機能を強化するとともに、決
済制度、決済インフラへの対応力を強化するために、「決
済企画部」を設置しています。
今後は、新しい枠組みのもと、国内外のお客さまの決済

に関する業務をサポートしていきます。

決済ビジネス推進態勢

法人 企業金融

グローバル・アドバイザリー部

アセットファイナンス営業部

EC業務部

（外国為替、海外進出アドバイザリー）

（債権流動化、サプライヤーファイナンス）

（内国為替、キャッシュマネジメントサービス）

フロント

ニーズ把握

連携

決済関連部 決済関連グループ会社決済企画部

トスアップ

情報
ソリューション

提供

お客さま

国際

内
外
一
体
運
営

トランザクション・ビジネス本部

お客さまのニーズに対応した決済プロダクトの強化
三井住友銀行では国内外におけるお客さまの決済、資金

管理等のニーズに対応するため、決済プロダクトの強化に
取り組んでいます。

国内においては、お客さまの日常の資金管理をサポート
するために「パソコンバンクWeb21」や外国為替、貿易等
の業務をサポートする「Global e-Tradeサービス」、海外
においては「SMAR&TS」等の法人向けEBの継続的な強化に
取り組んでいます。
また、国内外において、付加価値の高い情報提供、企業
グループの資金・財務管理をサポートするためのシステム
提供、人民元建取引をはじめとする諸通貨取引の整備、サ
プライチェーンファイナンス等のソリューション拡充や、
専門スタッフの配置によるお客さまサポートの強化を進め
ています。

新たなビジネス領域への展開とSMFG一体となった 

高付加価値サービスの提供
SMFGでは、新しい決済制度である電子記録債権への取

り組みを積極的に実施しています。SMBC電子債権記録を
活用したファイナンススキームや、今後普及が予想され
ている「でんさいネット」を活用した新しい決済サービス、
ファイナンススキーム提供等に取り組んでいきます。
また、決済手段の多様化ニーズをはじめ、お客さまの業 

務を全般的にサポートするために、決済代行サービスや、 
「SMFG-BPOサービス」（BPO：Business Process Outsourcing）
の強化にグループ一体となって取り組んでいます。

各種決済制度、決済インフラへの対応力強化
お客さまへの安全な決済サービス提供のためには、それ
を支える決済制度や決済インフラへのしっかりとした対応
が不可欠です。当行では、SWIFT※や、日銀ネットの対応
に加えて、国債決済期間短縮など、決済に関するリスクの
削減にも積極的に取り組んでいます。
※  Society for Worldwide Interbank Financial Telecommunication  
世界210カ国、10,000社超の金融機関が利用する金融通信網を運営する協同組
合形式の団体

Topics

◆  SWIFT利用の資金管理サービス提供準備完了認
定を取得
三井住友銀行は、日本に加えアジア9カ国の地

域拠点でSWIFTを利用した国際的な事業法人向け
資金管理サービスを開始しており、平成24年3月、
SWIFTからアジアの銀行で初めてとなるアジア太平
洋地域を網羅したBank Readiness認定（準備完了
認定）を取得しました。
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グループ各社の紹介 （平成24年3月末現在）

　三井住友フィナンシャルグループは、銀行業務を中心に、クレジッ
トカード業務、消費者金融業務、リース業務、情報サービス業務、証
券業務などのさまざまな金融サービスにかかわる事業を行っています。

商　　　号：株式会社三井住友フィナンシャルグループ
（英　　文：Sumitomo Mitsui Financial Group, Inc.）
事 業 目 的： 子会社である銀行およびその他銀行法により子会社とすることがで

きる会社の経営管理ならびに当該業務に附帯する業務
設立年月日：平成14年12月2日
本店所在地： 東京都千代田区丸の内1-1-2

取締役会長：奥　 正之
取締役社長：宮田 孝一（三井住友銀行取締役を兼任）
資　本　金：2兆3,378億円
上場取引所： 東京証券取引所、大阪証券取引所、 

名古屋証券取引所（すべて市場第一部） 
（注） 米国預託証券（ADR）をニューヨーク証券取引所に上場しています。

www.smfg.co.jp

● �お客さまに、より一層価値あるサービスを提供し、お客
さまと共に発展する。

● 事業の発展を通じて、株主価値の永続的な増大を図る。
● �勤勉で意欲的な社員が、思う存分にその能力を発揮でき
る職場を作る。

経営理念

連結総資産 143兆円

12.28%

40%

100%

100%

100%

60%

100%

100%

100%

119兆円

76兆円

56兆円

約27百万口座

約11.0万社

連結Tier I 比率

総資産

預金

貸出金

個人口座数

法人貸出先数

三井住友ファイナンス＆リース

日本総合研究所

SMBC日興証券

SMBCフレンド証券

住友商事

（消費者金融業務）

（証券業務）

（情報サービス業務）

（リース業務）

SMBCコンシューマーファイナンス

三井住友フィナンシャルグループ

三井住友銀行

※議決権比率は平成24年6月末現在、その他の各種計数は平成24年3月末現在

H21/10月完全子会社化

H24/4月完全子会社化

66%

100%

34%

SMFGカード＆クレジット

三井住友カード

（クレジットカード業務）

NTTドコモ

セディナ
H23/5月完全子会社化

三井住友フィナンシャルグループのグループストラクチャー※
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　SMFGカード＆クレジット（FGCC）は、
平成20年10月に三井住友カードとセディ
ナを傘下に持つ中間持株会社として誕生
しました。FGCCは、グループのクレジッ
トカード事業戦略の要としてグループ統一 

的な戦略方針の策定と、三井住友カードとセ
ディナの一体的な連携体制の構築を担い、「グ
ループトータルでのスケールメリットの徹底
追求」と「各社の強みを活かしたトップライン
シナジーの極大化」の実現を図っていきます。

商　　　号：株式会社SMFGカード＆クレジット
事 業 内 容：子会社および関連会社の経営管理等
設立年月日：平成20年10月1日
本社所在地： 東京都千代田区丸の内1-1-2

代　表　者：中西　智（平成24年4月2日付就任）
従 業 員 数：27名

　三井住友銀行は、平成13年4月にさくら銀
行と住友銀行が合併して発足しました。平成
14年12月、株式移転により銀行持株会社とし
て三井住友フィナンシャルグループを設立し、
その完全子会社となりました。平成15年3月
には、わかしお銀行と合併しています。
　三井住友銀行は、国内有数の営業基盤、戦
略実行のスピード、更には有力グループ会社
群による金融サービス提供力に強みを持って
います。三井住友フィナンシャルグループの
もと、他のグループ各社と一体となって、お
客さまに質の高い複合金融サービスを提供し
ていきます。

商　　　号：株式会社三井住友銀行
事 業 内 容：銀行業務
設立年月日：平成8年6月6日
本店所在地： 東京都千代田区丸の内1-1-2

頭　　　取： 國部　毅  
（三井住友フィナンシャルグループ取締役を兼任） 

従 業 員 数：22,686名（就業者数）
拠　点　数
国　内	 1,548カ所
（本支店498〈内被振込専用支店41〉、出張所156、銀行
代理業者4、付随業務取扱所22、無人店舗868）
海　外 35カ所
（支店15、出張所10、駐在員事務所10）

（注） 国内拠点数は、企業内設置分、コンビニエンスストア
ATMを除いています。

格付情報（平成 24年 6月末現在）

長期 短期
Moody’s Aa3 P－1
Standard & Poor’s A+ A－1
Fitch Ratings A F1
格付投資情報センター（R&I） A+ a－1
日本格付研究所（JCR） AA－ J－1+

財務情報	 （単位：億円）
（連結） H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

経常収益 29,896 25,799 27,113 26,879
経常利益 592 5,577 7,512 8,579
当期純利益 △ 3,173 3,324 4,508 5,338
純資産額 45,186 68,945 69,831 72,767
総資産額 1,158,493 1,200,413 1,327,156 1,382,516

www.smbc.co.jp

トップラインシナジー
の極大化

スケールメリットの追求

　三井住友カードは、国内における｢Visa｣
のパイオニアとして、また、日本のクレジッ
トカード業界を牽引する一員として、多く
のお客さまに支持されてきました。三井住
友フィナンシャルグループにおける戦略的
事業会社として重要な役割を担っており、
高いブランド力と総合的なカード事業の展
開力を活かし、お客さまのニーズにあった
クレジット機能を中心とする決済・ファイナ
ンスサービスを提供しています。カードビ

ジネスを通じて｢安心で豊かな消費生活の
実現｣に積極的に貢献し、トップブランド
企業としての更なる飛躍を目指しています。

商　　　号：三井住友カード株式会社
事 業 内 容：クレジットカード業務
設立年月日：昭和42年12月26日
本社所在地：［東京本社］東京都港区海岸1-2-20 
	 ［大阪本社］大阪市中央区今橋4-5-15

代　表　者：島田　秀男
従 業 員 数：2,323名

格付情報（平成 24年 6月末現在）

長期 短期
格付投資情報センター（R&I） A+ a－1
日本格付研究所（JCR） AA– J－1+

財務情報	 （単位：億円）
H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

カード取扱高 58,586 62,090 68,962 75,606
営業収益 1,801 1,835 1,852 1,822
営業利益 222 243 326 431
会員数（千人） 18,655 20,504 20,770 21,647

www.smbc-card.com
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　三井住友ファイナンス＆リースは、平成
19年10月に三井住友銀リースと住商リース
が合併して誕生しました。三井住友フィナ
ンシャルグループが持つ財務ソリューション
提供力を活かした銀行系リース会社の顧客基
盤・ノウハウと、住友商事グループが持つ多
様なバリューチェーンを活かした商社系リー
ス会社の顧客基盤・ノウハウを結集・融合し
て、質・量の両面で本邦ナンバーワンのリー
ス事業確立を目指しています。
　異なるビジネススタイルによって積み重
ねた豊富な経験を活かして時代を先取りし、

付加価値の高い“リースを超えた”サービスを
提供して、多様化するお客さまのニーズに
お応えします。そして、ハイクオリティな
リース業務を通じて、業界のリーディング
カンパニーとして社会に貢献していきます。

商　　　号：三井住友ファイナンス＆リース株式会社
事 業 内 容：リース業務
設立年月日：昭和38年2月4日
本社所在地：［東京本社］東京都港区西新橋3-9-4 
	 ［大阪本社］大阪市中央区南船場3-10-19

代　表　者：川村　嘉則
従 業 員 数： 1,447名

格付情報（平成 24年 6月末現在）

長期 短期
格付投資情報センター（R&I） A+ a－1
日本格付研究所（JCR） AA－ J－1+

財務情報	 （単位：億円）
H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

リース成約高 8,958 7,336 8,008 7,709
営業収益 9,476 8,947 8,128 8,168
営業利益 364 438 502 594

www.smfl.co.jp

www.cedyna.co.jp

　セディナは、平成21年4月にオーエム
シーカード、セントラルファイナンス、ク
オークの3社が持つ顧客基盤、営業力、独
自のノウハウを結集・融合して誕生した会社
です。三井住友フィナンシャルグループの
一員となり、三井住友カードと連携して本
邦ナンバーワンのクレジットカード事業体
の実現を目指します。また、クレジットカー
ド事業、信販事業、ソリューション事業を
融合し、コンシューマー・ファイナンス分
野でのリーディングカンパニーとして、多
様なファイナンスニーズへ最高品質でお応
えします。

商　　　号：株式会社セディナ
事 業 内 容： クレジットカード業務、信販業務
設立年月日：昭和25年9月11日
本社所在地：［本店］名古屋市中区丸の内3-23-20 
	 ［東京本社］東京都港区港南2-16-4

代　表　者：山下　一
従 業 員 数： 2,863名

格付情報（平成 24年 6月末現在）

長期 短期
日本格付研究所（JCR） A J－ 1

財務情報	 （単位：億円）
H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

OMC CF QUOQ

営業収益 1,377 806 448 2,239 2,032 1,762
営業利益 69 △ 14 △ 52 △ 408 8 △ 276
会員数（千人） 24,933 22,513 21,091
* OMC：オーエムシーカード 

CF：セントラルファイナンス 
QUOQ：クオーク

　SMBCコンシューマーファイナンスは、
昭和37年に「庶民金融の理想を追求し、そ
の限界に挑戦する」という創業の精神を掲げ
て誕生して以来、時代の変化にあわせ、利
便性の高い個人向けのローン商品を開発す
るとともに、各種相談・契約の受付体制を整
備してきました。
　平成23年12月には連結子会社として三
井住友フィナンシャルグループの一員とな
り、平成24年7月には社名をプロミスから
SMBCコンシューマーファイナンスへと変
更しました。なお、旧社名である「プロミス」
のブランドは、多くの方々に慣れ親しまれ
ているため、サービス・ブランドとして継続

使用していきます。
　「お客さまに愛され、社員とともに社会と
の共存共栄を目指す」という行動理念のも
と、三井住友フィナンシャルグループの一
員として、専門性をより一層発揮し、継続
的な発展を目指していきます。

商　　　号： SMBCコンシューマーファイナンス株式
会社（平成24年7月1日付変更）

事 業 内 容：消費者金融業務
設立年月日： 昭和37年3月20日
本社所在地：東京都千代田区大手町1-2-4

代　表　者：久保　健
従 業 員 数：1,756名

格付情報（平成 24年 6月末現在）

長期 短期
Moody’s Ba1 —
格付投資情報センター（R&I） A－ —
日本格付研究所（JCR） A－ —

財務情報	 （単位：億円）
H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

営業収益 2,430 2,127 1,875 1,722
営業利益 △571 117 △541 △1,666

www.promise.co.jp
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　SMBCフレンド証券は、業界トップクラス
の財務基盤と高い経営効率を誇る、リテール
向け事業を中核とするフルラインサービスの
証券会社です。全国各地に店舗を展開し、地
域に密着した独自性のあるサービスの提供に
努めるとともに、インターネットを活用した
資産運用サービスを展開しています。
　今後とも「リテールマーケットで日本を代
表する質の高い証券会社」を目指して、お客
さまのニーズに応じた質の高い商品・サービ
スの提供に努め、一人ひとりのお客さまとの
間に強い信頼関係を築いていきます。

商　　　号：SMBCフレンド証券株式会社
事 業 内 容：証券業務
設立年月日：昭和23年3月2日
本社所在地：�東京都中央区日本橋兜町7-12

代　表　者：遠藤　修
従 業 員 数：1,969名

財務情報	 （単位：億円）
H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

営業収益 432 674 532 475
営業利益 23 227 102 83

　SMBC日興証券は、大正7年7月の創業以
来、90年以上にわたり個人、法人のお客さ
まと強固な信頼関係を築いてきました。長
年培ってきたノウハウと強い顧客基盤を持
つSMBC日興証券は、平成21年10月に三井
住友フィナンシャルグループの一員となり、
平成23年4月には社名を日興コーディアル
証券からSMBC日興証券へと変更しました。
三井住友フィナンシャルグループの中核証
券会社として、三井住友銀行と一体となっ
て、銀証融合のビジネスを追求し、総合力
を発揮した高度な金融サービスを提供して
いきます。

　国内有数の総合証券会社として「本邦ナン
バーワンの証券会社」を目指し、誠心誠意努
めていきます。

商　　　号： SMBC日興証券株式会社
事 業 内 容：証券業務
設立年月日： 平成21年6月15日
本店所在地：東京都千代田区丸の内3-3-1

代　表　者：渡邉　英二
従 業 員 数：7,384名

格付情報（平成 24年 6月末現在）

長期 短期
Moody’s A1 P－1
Standard & Poor’s A+ A－1
格付投資情報センター（R&I） A+ a－1
日本格付研究所（JCR） AA－ —

財務情報	 （単位：億円）
H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

*1 *2 *3

営業収益 1,641 856 1,049 2,186 2,336
営業利益 196 209 235 385 399
*1 旧 日興コーディアル証券
*2 旧 日興コーディアル証券 上期
*3  日興コーディアル証券H21/6～（10月営業開始、6～9月は主
として業務開始準備に伴う費用を計上）

www.smbcnikko.co.jp

www.smbc-friend.co.jp

　日本総合研究所は、情報システム・コンサ
ルティング・シンクタンクの3つの機能を備
えた、付加価値の高いサービスを提供する
知識エンジニアリング企業です。金融をは
じめとするさまざまな分野に対応した経営
革新・IT関連のコンサルティングや戦略的情
報システムの企画・構築、アウトソーシング
サービスの提供を行っているほか、国内外
の経済調査分析・政策提言等の情報発信、新
事業の創出を行うインキュベーション活動
等、多岐にわたる活動を展開しています。

商　　　号：株式会社日本総合研究所
事 業 内 容：�システム開発・情報処理業務、コンサル

ティング業務、シンクタンク業務
設立年月日：平成14年11月1日
本社所在地：［東京本社］東京都品川区東五反田2-18-1 
	 ［大阪本社］大阪市西区土佐堀2-2-4

代　表　者：藤井　順輔（平成24年4月1日付就任）
従 業 員 数：2,123名

財務情報	 （単位：億円）
H21/3 H22/3 H23/3 H24/3

営業収益 880 817 848 875
営業利益 10 9 15 8

www.jri.co.jp
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三井住友フィナンシャルグループ

財務ハイライト

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

経常収益 4,623,545 3,552,843 3,166,465 3,845,861 3,945,282

経常利益 831,160 45,311 558,769 825,428 935,571

当期純利益（△は当期純損失） 461,536 △373,456 271,559 475,895 518,536

包括利益 — — 803,705 413,375 665,232

純資産額 5,224,076 4,611,764 7,000,805 7,132,073 7,254,976

総資産額 111,955,918 119,637,224 123,159,513 137,803,098 143,040,672

リスク管理債権残高 1,092,661 1,586,317 1,529,484 1,646,369 1,804,951

貸倒引当金残高 894,702 1,077,852 1,068,329 1,058,945 978,933

有価証券の評価損益 745,420 △33,176 586,414 370,899 474,984

1株当たり純資産額（円） 424,546.01 2,790.27 3,391.75 3,533.47 3,856.37

1株当たり当期純利益金額 
  （△は1株当たり当期純損失金額）（円） 59,298.24 △497.39 248.40 336.85 374.26

潜在株式調整後1株当たり 
  当期純利益金額（円） 56,657.41 — 244.18 336.78 373.99

自己資本比率（第一基準）（％） 10.56 11.47 15.02 16.63 16.93

自己資本利益率（ROE）（％） 13.23 — 7.63 9.76 10.27

株価収益率（PER）（倍） 11.06 — 12.44 7.68 7.28

従業員数（人） 46,429 48,079 57,888 61,555 64,225

（注） 1.  有価証券の評価損益は、「その他有価証券」の時価と取得原価（又は償却原価）との差額を記載しております。なお、株式については、主として期末日前
1カ月の平均時価に基づいて算出しております。詳細は24ページをご参照ください。

 2.  従業員数は就業者数で記載しており、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。
 3.  平成21年度の連結包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　平成22年6月30日）を適用し、遡及処理して

おります。
 4.  平成22年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額は、改正後の「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4

号）を遡及適用しておりますが、影響は軽微であります。
 5.  連結自己資本比率は、銀行法第52条の25の規定に基づく平成18年金融庁告示第20号に定められた算式に基づき算出しております。当社は第一基準

を適用しております。
 6.  当社は、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号）の施行による株

券電子化に伴い、この制度の取扱対象外とされている端株の整理を行うため、平成21年1月4日付で普通株式1株につき100株の株式分割を実施いた
しました。  
なお、過年度に当該株式分割が行われたと仮定して遡及修正を行った場合の1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後1株当
たり当期純利益金額は次のとおりとなります。

（単位：円）
平成19年度

1株当たり純資産額 4,245.46

1株当たり当期純利益金額 592.98

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 566.57

◆連結 （単位：百万円）
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
営業収益 111,637 134,772 133,379 222,217 181,372
うち関係会社受取配当金 89,693 117,051 118,818 206,865 166,272

経常利益 89,063 102,309 94,534 191,543 149,922
当期純利益 82,975 103,468 66,176 191,539 149,919
資本金 1,420,877 1,420,877 2,337,895 2,337,895 2,337,895
（発行済普通株式数）（株） 7,733,653 789,080,477 1,414,055,625 1,414,055,625 1,414,055,625
（発行済優先株式数）（株） 120,101 103,401 70,001 70,001 —
純資産額 2,968,749 2,977,547 4,805,574 4,842,914 4,527,629
総資産額 4,021,217 4,057,313 6,152,774 6,237,655 6,153,461
1株当たり純資産額（円） 339,454.71 3,389.38 3,256.32 3,282.75 3,317.44
1株当たり配当額
（普通株式）（円） 12,000 90 100 100 100
（第1回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第2回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第3回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第4回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第5回第四種優先株式）（円） 135,000 ／ ／ ／ ／
（第6回第四種優先株式）（円） 135,000 ／ ／ ／ ／
（第7回第四種優先株式）（円） 135,000 ／ ／ ／ ／
（第8回第四種優先株式）（円） 135,000 ／ ／ ／ ／
（第9回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第10回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第11回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第12回第四種優先株式）（円） 135,000 135,000 67,500 ／ ／
（第1回第六種優先株式）（円） 88,500 88,500 88,500 88,500 ／

1株当たり当期純利益金額（円） 9,134.13 118.43 53.82 131.42 107.06

潜在株式調整後1株当たり 
  当期純利益金額（円） 9,133.76 — — 131.42 107.04

自己資本比率（％） 73.83 73.39 78.10 77.64 73.57
自己資本利益率（ROE）（％） 2.67 3.52 1.59 4.02 3.27
株価収益率（PER）（倍） 71.82 28.79 57.41 19.68 25.43
配当性向（％） 131.37 75.96 213.41 76.09 92.55
従業員数（人） 136 167 183 192 215

（注）  1.  従業員は全員、三井住友銀行等からの出向者であります。
 2.  平成22年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額は、改正後の「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4

号）を遡及適用しております。この適用指針を適用しなかった場合の、平成22年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額は、131円41銭であり
ます。

 3.  当社は、「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成16年法律第88号）の施行による株
券電子化に伴い、この制度の取扱対象外とされている端株の整理を行うため、平成21年1月4日付で普通株式1株につき100株の株式分割を実施いた
しました。  
 なお、過年度に当該株式分割が行われたと仮定して遡及修正を行った場合の1株当たり純資産額、1株当たり配当額（普通株式）、1株当たり当期純利益
金額及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額は次のとおりとなります。また、平成20年度の1株当たり配当額は、当該株式分割が期首に行われ
たと仮定して記載しております。

（単位：円）
平成19年度

1株当たり純資産額 3,394.55

1株当たり配当額（普通株式） 120

1株当たり当期純利益金額 91.34

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額 91.34

◆単体 （単位：百万円）
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

経常収益 3,411,052 2,989,608 2,579,933 2,711,380 2,687,911

経常利益 734,958 59,285 557,781 751,208 857,919

当期純利益（△は当期純損失） 351,820 △317,306 332,497 450,832 533,816

包括利益 — — 835,851 363,689 632,889

純資産額 5,080,747 4,518,647 6,894,564 6,983,132 7,276,706

総資産額 108,637,791 115,849,385 120,041,369 132,715,674 138,251,602

リスク管理債権残高 1,073,471 1,561,824 1,498,271 1,529,587 1,659,306

貸倒引当金残高 848,031 1,011,845 1,007,160 943,077 867,653

有価証券の評価損益 754,456 △59,758 523,444 305,968 390,602

1株当たり純資産額（円） 60,442.81 41,492.54 49,036.12 50,344.52 53,960.98

1株当たり当期純利益金額 
 （△は1株当たり当期純損失金額）（円） 6,132.91 △5,740.34 4,240.20 4,184.89 5,024.23

潜在株式調整後1株当たり 
  当期純利益金額（円） 6,132.75 — 4,236.01 4,184.07 5,023.33

自己資本比率（国際統一基準）（％） 12.19 13.54 16.68 19.16 19.63

自己資本利益率（ROE）（％） 9.56 — 8.64 8.42 9.63

従業員数（人） 36,085 37,345 47,837 48,219 50,768

（注） 1.  有価証券の評価損益は、「その他有価証券」の時価と取得原価（又は償却原価）との差額を記載しております。なお、株式については、主として期末日前
1カ月の平均時価に基づいて算出しております。

 2.  従業員数は就業者数で記載しており、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。
 3.  平成21年度の連結包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　平成22年6月30日）を適用し、遡及処理して

おります。
 4.  連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国際統一基

準を適用しております。

三井住友銀行

◆連結 （単位：百万円）
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平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

経常収益 2,933,626 2,546,997 2,080,536 2,108,724 2,018,585

　うち信託報酬 3,710 2,074 1,736 2,299 1,736

業務粗利益（A） 1,484,783 1,524,856 1,455,275 1,531,759 1,532,511

経費（除く臨時処理分）（B） 665,091 701,479 685,752 699,197 719,495

経費率（（B）/（A）×100）（％） 44.8 46.0 47.1 45.6 46.9

業務純益 819,691 747,647 778,589 844,897 856,796

業務純益（除く一般貸倒引当金繰入額） 819,691 823,377 769,522 832,562 813,015

経常利益 510,739 36,055 462,749 595,704 695,342

当期純利益（△は当期純損失） 205,742 △301,116 317,995 421,180 477,973

純資産額 3,493,249 2,546,493 5,397,949 5,559,293 5,709,663

総資産額 100,033,020 107,478,218 103,536,394 115,484,907 119,037,469

預金残高 66,417,260 69,499,997 70,457,266 74,036,469 75,804,088

貸出金残高 56,957,813 60,241,266 56,619,058 55,237,613 56,411,492

有価証券残高 22,758,241 28,000,515 28,536,200 39,853,432 42,441,134

リスク管理債権残高 770,587 1,137,058 1,068,017 1,090,605 1,143,053

金融再生法に基づく開示債権残高 803,939 1,194,170 1,100,685 1,126,269 1,182,847

貸倒引当金残高 620,004 791,885 758,178 711,522 689,215

有価証券の評価損益 755,749 △42,701 521,377 305,621 388,982

信託財産額 1,175,711 1,262,993 1,403,236 1,576,094 1,891,853

信託勘定貸出金残高 223,740 222,030 221,970 237,383 235,829

信託勘定有価証券残高 273,504 392,812 457,585 444,664 424,478

資本金 664,986 664,986 1,770,996 1,770,996 1,770,996

（発行済普通株式数）（千株） 56,355 56,355 106,248 106,248 106,248

（発行済優先株式数）（千株） 70 70 70 70 70

1株当たり純資産額（円） 58,204.22 41,404.62 48,799.31 50,317.86 53,738.81

1株当たり配当額
（普通株式）（円） 1,487 1,638 1,620 1,388 1,485

（第1回第六種優先株式）（円） 88,500 88,500 88,500 88,500 —
１株当たり当期純利益金額 
  （△は1株当たり当期純損失金額）（円） 3,540.84 △5,453.06 4,051.75 3,905.80 4,498.64

潜在株式調整後1株当たり 
  当期純利益金額（円） — — — — —

配当性向（％） 41.99 — 48.06 35.53 33.00

自己資本比率（国際統一基準）（％） 12.67 13.85 18.28 21.45 21.91

自己資本利益率（ROE）（％） 5.64 — 8.28 7.87 8.64

従業員数（人） 17,886 21,816 22,460 22,524 22,686

（注） 1.  リスク管理債権及び金融再生法に基づく開示債権の定義については、217、218ページをご参照ください。
 2.  有価証券の評価損益は、「その他有価証券」の時価と取得原価（又は償却原価）との差額を記載しております。なお、株式については、期末日前1カ月の

平均時価に基づいて算出しております。詳細は29ページをご参照ください。
 3.  従業員数は就業者数で記載しており、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。なお、取締役を兼務しない執行役員は従業

員数に含んでおりません。
 4.  単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国際統一基

準を適用しております。
 5.  潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

◆単体 （単位：百万円）
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平成23年度連結決算は、連結子会社337社、持分法適用会社43

社を対象としています。
平成23年度連結決算は、三井住友銀行における海外でのローン

関連手数料や国内でのシンジケーション関連手数料の増加を主因
に役務取引等利益が増加したことや、新たに連結子会社となった
会社の収益寄与等により、連結粗利益が前年度比897億円増益の
2兆5,944億円となりました。この連結粗利益に、営業経費、不良

債権処理額、株式等損益、持分法による投資損益等を加減した経
常利益は、三井住友銀行の不良債権処理額が、取引先の状況に応
じたきめ細かな対応に取り組んできた成果等により減少したこと
を主因に、同1,101億円増益の9,355億円となりました。またこれ
に、特別損益及び法人税等を加減した当期純利益は、同426億円
増益の5,185億円となりました。

平成23年3月末 平成24年3月末 増　減
連結子会社数 327 337 10

持分法適用会社数 47 43 △4

◆連結子会社・持分法適用会社数 （単位：社）

I  業績

業績の概要と分析

連結決算の概要 平成23年度の三井住友フィナンシャルグループ連結決算の概要は以下のとおりとなりました。

◆損益の状況 （単位：百万円）

平成22年度 平成23年度 増　減
連結粗利益 2,504,730 2,594,482 89,752

資金利益 1,317,651 1,341,369 23,718

信託報酬 2,335 1,770 △565

役務取引等利益 766,230 823,580 57,350

特定取引利益 237,093 198,192 △38,901

その他業務利益 181,419 229,568 48,149

営業経費 △1,355,322 △1,421,363 △66,041

不良債権処理額 ① △220,162 △126,055 94,107

貸出金償却 △156,571 △90,305 66,266

個別貸倒引当金繰入額 △63,574 △111,227 △47,653

一般貸倒引当金繰入額 14,919 106,512 91,593

その他 △14,935 △31,035 △16,100

償却債権取立益 ② — 4,800 4,800

株式等損益 △91,949 △27,880 64,069

持分法による投資損益 △13,319 △31,122 △17,803

その他 1,452 △57,289 △58,741

経常利益 825,428 935,571 110,143

特別損益 1,884 17,395 15,511
うち段階取得に係る差益 12,655 25,050 12,395
うち減損損失 △5,411 △3,861 1,550
うち償却債権取立益 ③ 2,813 — △2,813

税金等調整前当期純利益 827,313 952,966 125,653

法人税、住民税及び事業税 △97,446 △103,478 △6,032

法人税等調整額 △143,325 △207,860 △64,535

少数株主損益調整前当期純利益 586,542 641,627 55,085

少数株主利益 △110,646 △123,090 △12,444

当期純利益 475,895 518,536 42,641

与信関係費用 ①＋②＋③ △217,348 △121,255 96,093

＜参考＞連結業務純益（単位：億円） 10,020 10,139 119

（注） 1.  連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋信託報酬＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（特定取引収益－特定取引費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）
 2.  平成23年度より、従来特別損益に計上していた償却債権取立益を、経常利益の内訳科目として計上しております。
 3.  連結業務純益＝三井住友銀行業務純益（一般貸倒引当金繰入前）＋他の連結会社の経常利益（臨時要因調整後）＋持分法適用会社経常利益×持分割合－内部取引（配当等）
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平成24年3月末の有価証券の評価損益は、外貨建債券の評価
益が増加したこと等により、平成23年3月末比1,133億円増加し
5,441億円の評価益となりました。このうち、純資産直入の対象と

なるその他有価証券の評価損益は、同1,040億円増加して4,749億
円の評価益となりました。

II 有価証券の評価損益

平成23年3月末 平成24年3月末 増　減
資産 137,803,098 143,040,672 5,237,573
うち有価証券 39,952,123 42,529,950 2,577,826
うち貸出金 61,348,355 62,720,599 1,372,243

負債 130,671,024 135,785,696 5,114,671
うち預金 81,998,940 84,128,561 2,129,621
うち譲渡性預金 8,366,323 8,593,638 227,315

純資産 7,132,073 7,254,976 122,902

（単位：百万円）◆資産・負債・純資産

◆有価証券の評価損益
平成23年3月末 平成24年3月末

連結
貸借対照表
計上額

評価損益 連結
貸借対照表
計上額

評価損益

評価益 評価損 評価益 評価損
平成23年 
3月末比

満期保有目的 4,189,272 59,857 61,389 △1,531 5,286,267 69,184 9,327 69,288 △103

その他有価証券 35,972,442 370,899 720,864 △349,965 37,558,730 474,984 104,085 746,928 △271,943

株式 2,486,258 311,956 487,773 △175,817 2,406,170 271,461 △40,495 490,074 △218,613

債券 25,560,012 76,770 108,640 △31,870 27,684,484 111,815 35,045 118,164 △6,348

その他 7,926,170 △17,827 124,449 △142,277 7,468,076 91,708 109,535 138,689 △46,981

その他の金銭の信託 22,569 42 42 — 22,430 △46 △88 — △46

合計 40,184,285 430,799 782,295 △351,496 42,867,429 544,122 113,323 816,216 △272,093

株式 2,486,258 311,956 487,773 △175,817 2,406,170 271,461 △40,495 490,074 △218,613

債券 29,734,790 136,639 170,021 △33,382 32,957,653 180,998 44,359 187,444 △6,445

その他 7,963,235 △17,796 124,500 △142,297 7,503,605 91,662 109,458 138,697 △47,034

（注） 1.  「有価証券｣のほか、｢現金預け金｣中の譲渡性預け金及び｢買入金銭債権｣中の貸付債権信託受益権等も含めております。
 2. 評価損益は、株式（外国株式を含む）については主に連結決算日前1カ月の平均時価に、それ以外は連結決算日の時価に基づいております。
 3.  「その他有価証券｣及び｢その他の金銭の信託｣については、時価評価しておりますので、評価損益は貸借対照表計上額と取得原価（又は償却原価）との

差額を計上しております。  
なお、平成24年3月末のその他有価証券の評価損益のうち、時価ヘッジの適用により収益に計上した額が196百万円ありますので、純資産直入処理の
対象となる額は、同額減算されます。また、平成23年3月末のその他有価証券の評価損益のうち、時価ヘッジの適用により収益に計上した額が1,153
百万円ありますので、純資産直入処理の対象となる額は、同額減算されます。

 4.  「その他有価証券｣として保有する変動利付国債については、｢金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い｣（実務対応報告第25号）を踏まえ、合理
的に算定された価額をもって貸借対照表計上額としております。

（単位：百万円）

また、預金残高は、平成23年3月末比2兆1,296億円増加して
84兆1,285億円となり、譲渡性預金残高は、同2,273億円増加し
て8兆5,936億円となりました。
一方、貸出金残高は、平成23年3月末比1兆3,722億円増加し

て62兆7,205億円、有価証券残高は、金利動向を踏まえたオペレー

ションにより、同2兆5,778億円増加して42兆5,299億円となり
ました。

 純資産は、7兆2,549億円となりました。そのうち株主資本は、
当期純利益の計上や第1回第六種優先株式の取得・消却、剰余金
の配当等の結果、5兆143億円となりました。
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平成23年3月末 平成24年3月末 増　減
繰延税金資産純額 624,219 350,182 △274,036

繰延税金資産純額／ Tier 1比率 9.9% 5.6% △4.3%

平成24年3月末の連結自己資本比率は、平成23年3月末比
0.30％上昇して16.93％となりました。
連結自己資本比率の分子となる自己資本額は、当期純利益の計

上や第1回第六種優先株式の取得・消却等により、同2,108億円増

加して8兆6,437億円となりました。また、分母となるリスク・ア
セット等は、プロミス株式会社を連結子会社化したこと等により、
同3,495億円増加して、51兆432億円となりました。

平成23年3月末 平成24年3月末 増　減
Tier 1（基本的項目） 6,323,995 6,272,260 △51,734

Tier 2（補完的項目）（自己資本への算入額） 2,536,958 2,771,125 234,167

控除項目 △428,082 △399,634 28,448

自己資本額 8,432,871 8,643,751 210,880

リスク･アセット等 50,693,696 51,043,232 349,536

連結自己資本比率 16.63% 16.93% 0.30%

Tier 1比率 12.47% 12.28% △0.19%

III 連結自己資本比率

当社は、銀行持株会社としての公共性に鑑み、健全経営確保の
観点から当社グループ全体の内部留保の充実に留意しつつ、企業
価値の持続的な向上を通じて、安定的かつ継続的に利益配分の増
加を図り、連結当期純利益に対する配当性向を20％超とすること
を基本方針としております。
当社は、中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行うこ

とを基本としておりますが、期末配当は株主総会の決議事項、中
間配当は取締役会の決議事項とし、中間配当につきましては、取
締役会の決議により毎年9月30日を基準日として中間配当を行う

ことができる旨、定款に定めております。
当年度の普通株式1株当たりの配当金につきましては、平成23

年度の業績動向等を踏まえ、前年度と同額の100円といたしま 

した。
内部留保につきましては、企業価値の更なる向上のため、「戦略

事業領域におけるトップクオリティの実現」と「新たな規制・競争
環境に対応した財務体質の実現」に向けた戦略施策に重点的に投入
してまいります。

IV 配当政策

繰延税金資産は、繰延税金負債と相殺後の純額で、平成23年3

月末比2,740億円減少して3,501億円となりました。
繰延税金資産の計上は、財務の健全性の確保の観点から前期に

引き続き保守的に行っております。

V 繰延税金資産

◆連結自己資本比率（第一基準）の状況	 （単位：百万円）

◆繰延税金資産の状況	 （単位：百万円）
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平成23年度は、業務粗利益が前期比7億円増益の1兆5,325億
円、経費（除く臨時処理分）が同202億円増加の7,194億円となり
ました。これにより、業務純益（除く一般貸倒引当金繰入額）は、
同195億円減益の8,130億円となりました。
この業務純益（除く一般貸倒引当金繰入額）に、不良債権処理額、

株式等損益などの臨時的な損益を加えた後の経常利益は、同996

億円増益の6,953億円となりました。
これに、特別損益、法人税等の税金を加減した当期純利益は、

同567億円増益の4,779億円となりました。

業務粗利益
業務粗利益は、前期比7億円増益の1兆5,325億円となりました。

これは、国内での資金需要の低迷に伴う貸出金残高の減少や、金
利低下に伴う預貸金利鞘の悪化等により、資金利益は減益となっ
た一方で、海外でのローン関連手数料や国内でのシンジケーショ
ン関連手数料の増加により、役務取引等利益が増益となったこと
が主な要因であります。

経費
経費（除く臨時処理分）は、前期比202億円増加して7,194億円

となりました。これは、経常的な経費の見直しによる削減を行う
一方で、海外を中心とした業務推進に係る経費の戦略的投入を行っ
たことが主な要因であります。

業務純益
以上の結果、平成23年度の業務純益（除く一般貸倒引当金繰入

額）は、前期比195億円減益の8,130億円となりました。

II 損益の状況I  業績

◆業務純益
平成22年度 平成23年度 増　減

資金利益 967,825 956,878 △10,946

信託報酬 2,299 1,716 △582

役務取引等利益 302,667 318,907 16,240

特定取引利益 151,070 84,051 △67,019

その他業務利益 107,897 170,957 63,059

業務粗利益 1,531,759 1,532,511 752

（除く国債等債券損益） (1,384,638) (1,379,974) (△4,664)

国内業務粗利益 1,114,329 1,097,760 △16,569

国際業務粗利益 417,429 434,750 17,321

経費（除く臨時処理分） △699,197 △719,495 △20,298

人件費 △249,842 △259,782 △9,940

物件費 △411,471 △422,854 △11,383

税金 △37,883 △36,858 1,025

業務純益（除く一般貸倒引当金繰入額） 832,562 813,015 △19,547

（除く国債等債券損益） (685,441) (660,478) (△24,963)

一般貸倒引当金繰入額 12,335 43,780 31,445

業務純益 844,897 856,796 11,899

（単位：百万円）

業務純益（除く一般貸倒引当金繰入額） 個人部門 法人部門 企業金融部門 国際部門 市場営業部門 本社管理 合計

平成23年度 942 2,001 1,744 1,325 3,001 △883 8,130

前年度比 △46 △184 ＋65 ＋176 △127 △80 △196

（注） 1. 各部門の前年度比は金利影響・為替影響等を除いた行内管理ベースであります。
 2. 「本社管理」内訳：（1）優先証券コスト・劣後調達コスト、（2）自己資本運用益、（3）部門間の調整　等

◆業務部門別業績
［参考］

（単位：億円）

単体決算の概要 平成23年度の三井住友銀行単体決算の概要は以下のとおりとなりました。
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平成22年度 平成23年度 増　減
業務純益（除く一般貸倒引当金繰入額） 832,562 813,015 △19,547

一般貸倒引当金繰入額 ① 12,335 43,780 31,445

不良債権処理額 ② △107,660 △103,662 3,998

償却債権取立益 ③ — 1,234 1,234

株式等売却益 21,671 20,562 △1,109

株式等売却損 △1,604 △7,074 △5,470

株式等償却 △107,353 △28,642 78,711

株式等損益 △87,285 △15,153 72,132

その他臨時損益 △54,247 △43,871 10,376

臨時損益 △249,193 △161,453 87,740

経常利益 595,704 695,342 99,638
うち固定資産処分損益 △2,336 △717 1,619
うち減損損失 △4,288 △2,632 1,656
うち償却債権取立益 ④ 1,055 — △1,055

特別損益 △6,864 △3,349 3,515

法人税、住民税及び事業税 △42,386 △44,703 △2,317

法人税等調整額 △125,273 △169,315 △44,042

当期純利益 421,180 477,973 56,793

与信関係費用 ①＋②＋③＋④ △94,269 △58,647 35,622

一般貸倒引当金繰入額 12,335 43,780 31,445

貸出金償却 △70,775 △15,797 54,978

個別貸倒引当金繰入額 △27,104 △59,196 △32,092

貸出債権売却損等 △9,693 △28,767 △19,074

特定海外債権引当勘定繰入額 △87 98 185

償却債権取立益 1,055 1,234 179

（注） 平成23年度より、従来特別損益に計上していた償却債権取立益を、臨時損益に計上しております。

（単位：百万円）◆経常利益・当期純損益

臨時損益（不良債権処理等）
臨時損益は、前期比877億円改善して1,614億円の損失となりま

した。これは、株式等損益が、償却の減少等から同721億円改善し、
151億円の損失となったことに加え、取引先の状況に応じたきめ細
かな対応に取り組んできた成果等により、不良債権処理額が同39

億円減少の1,036億円となったことが主な要因であります。
なお、不良債権処理額1,036億円に一般貸倒引当金繰入額及び償

却債権取立益を加減した与信関係費用は、同356億円減少して586

億円となりました。

経常利益
以上の結果、経常利益は前期比996億円増益の6,953億円とな

りました。

特別損益
特別損益は、前期比35億円改善の33億円の損失となりました。

当期純利益
法人税、住民税及び事業税については、447億円となりました。

また、税効果会計による法人税等調整額は1,693億円となりまし
た。これらの結果、当期純利益は前期比567億円増益の4,779億
円となりました。
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平成23年3月末 平成24年3月末 増　減
資産 115,484,907 119,037,469 3,552,561

うち有価証券 39,853,432 42,441,134 2,587,702
うち貸出金 55,237,613 56,411,492 1,173,878

負債 109,925,614 113,327,806 3,402,191
うち預金 74,036,469 75,804,088 1,767,618
うち譲渡性預金 8,406,816 8,588,746 181,929

純資産 5,559,293 5,709,663 150,370

（単位：百万円）◆資産・負債・純資産

資産
銀行単体の総資産は平成23年3月末比3兆5,525億円増加して

119兆374億円となりました。これは、国債残高の増加等により、
有価証券が同2兆5,877億円増加したこと及び貸出金が海外を中心
に同1兆1,738億円増加したことが主な要因であります。

負債
負債は、平成23年3月末比3兆4,021億円増加して113兆3,278

億円となりました。これは、国内預金が個人預金、法人預金共に
増加したこと等から、預金が1兆7,676億円増加したことが主な要
因であります。

純資産
純資産は、5兆7,096億円となりました。このうち株主資本は、

5兆2,973億円となりました。内訳は、資本金1兆7,709億円、資
本剰余金2兆4,812億円（うちその他資本剰余金7,102億円）、利益
剰余金1兆2,551億円、自己株式△2,100億円となっております。
また、評価・換算差額等は、4,122億円となりました。内訳は、

その他有価証券評価差額金2,811億円、繰延ヘッジ損益1,053億円、
土地再評価差額金257億円となっております。

III 資産・負債・純資産の状況
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平成24年3月末の有価証券の評価損益は、外貨建債券の評価
益が増加したこと等により、平成23年3月末比986億円増加して
4,353億円の評価益となりました。このうち、純資産直入の対象と

なるその他有価証券の評価損益は、同833億円増加して3,889億
円の評価益となりました。

IV 有価証券の評価損益

◆有価証券の評価損益

平成23年3月末 平成24年3月末

貸借対照表
計上額

評価損益 貸借対照表
計上額

評価損益

評価益 評価損 評価益 評価損
平成23年 
3月末比

満期保有目的 4,071,733 58,930 60,394 △1,463 5,163,764 67,902 8,972 67,993 △90

子会社・関連会社株式 2,228,437 △27,948 521 △28,470 2,324,041 △21,499 6,449 622 △22,122

その他有価証券 33,980,684 305,621 662,003 △356,382 35,440,979 388,982 83,361 672,572 △283,590

株式 2,338,455 275,468 468,639 △193,170 2,250,672 228,453 △47,015 466,871 △238,418

債券 24,303,221 71,931 99,888 △27,956 26,306,672 104,356 32,425 109,504 △5,148

その他 7,339,007 △41,778 93,476 △135,254 6,883,634 56,172 97,950 96,196 △40,024

その他の金銭の信託 8,875 42 42 — 5,805 △46 △88 — △46

合計 40,289,730 336,646 722,962 △386,315 42,934,589 435,338 98,692 741,188 △305,850

株式 3,494,297 261,289 469,161 △207,871 3,472,964 217,149 △44,140 467,494 △250,345

債券 28,374,954 130,861 160,282 △29,420 31,470,436 172,259 41,398 177,497 △5,238

その他 8,420,478 △55,505 93,518 △149,023 7,991,189 45,930 101,435 96,196 △50,266

（注） 1.  「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債権」中の貸付債権信託受益権等も含めております。
 2.  評価損益は、子会社・関連会社株式に該当しない株式（外国株式を含む）については決算日前1カ月の平均時価に、それ以外は決算日の時価に基づいて

おります。
 3.  「その他有価証券」及び「その他の金銭の信託」については、時価評価しておりますので、評価損益は貸借対照表計上額と取得原価（又は償却原価）との差

額を計上しております。  
なお、平成24年3月末のその他有価証券の評価損益のうち、時価ヘッジの適用により収益に計上した額が196百万円ありますので、純資産直入処理の
対象となる額は、同額減算されます。また、平成23年3月末のその他有価証券の評価損益のうち、時価ヘッジの適用により収益に計上した額が1,153
百万円ありますので、純資産直入処理の対象となる額は、同額減算されます。

 4.  「その他有価証券」として保有する変動利付国債については、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第25号）を踏まえ、合理的
に算定された価額をもって貸借対照表計上額としております。

（単位：百万円）
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以下の計数は、平成24年3月末の管理会計ベースであります。また、格付けに関する情報は、平成24年3月末時点におけるものであります。

証券化商品等への投融資等の状況（三井住友フィナンシャルグループ連結）

I  証券化商品の状況	 （単位：億円）
平成24年3月末 平成23年3月末

残高 
（償却・引当
控除後）

含み損益 
（償却後）

残高 
（償却・引当
控除後）

含み損益 
（償却後）うち海外平成23年 

3月末比
平成23年 
3月末比

平成23年 
3月末比

うち海外

クレジットカード債権等を裏付資産とする 
証券化商品（Cards等） 494 468 494 468 2 3 26 26 △1

事業法人向けローン債権を裏付資産とする
証券化商品（CLO） 7 △8 7 △8 15 3 15 15 12

商業用不動産を裏付資産とする 
証券化商品（CMBS） 194 67 74 74 6 5 127 — 1

住宅ローン債権を裏付資産とする 
証券化商品（RMBS等） 1 △0 1 △0 1 △2 1 1 3

合計 696 527 576 534 24 9 169 42 15

（注） 1.  サブプライムローン関連の残高は約1億円であります。
 2.  ABCPの保有残高はありません。
 3.  米国政府支援機関保証債、住宅金融支援機構債、並びに自行債権の流動化に伴い保有する劣後受益権等は含めておりません。
 4.  平成23年度における損失処理額はありません。

II モノライン保険会社との取引の状況
モノライン保険会社を取引相手とするクレジットデリバティブ取引（CDS）	 （単位：億円）

平成24年3月末 平成23年3月末 平成24年3月末 平成23年3月末

与信額 貸倒引当金 与信額 貸倒引当金 参照債権 
残高

参照債権 
残高

平成23年 
3月末比

平成23年 
3月末比

モノライン保険会社を取引相手とするCDS
のエクスポージャー 30 1 10 29 8 2,361 △852 3,213

（注） 1. 参照債権には、サブプライムローン関連のものは含まれておりません。
 2. 平成23年度における損失処理額は約2億円であります。

モノライン保険会社保証付の投融資等	 （単位：億円）

平成24年3月末 平成23年3月末

残高 貸倒引当金 残高 貸倒引当金平成23年 
3月末比

モノライン保険会社保証付の投融資等 76 △18 0 94 0

（注） 原債権には、サブプライムローン関連のものは含まれておりません。

III レバレッジドローンの状況	 （単位：億円）
平成24年3月末 平成23年3月末

貸出金
残高

コミットメント 
ライン 
未引出額

貸倒引当金 貸出金
残高

コミットメント 
ライン 
未引出額

貸倒引当金平成23年 
3月末比

平成23年 
3月末比

欧州向け 1,512 △457 207 △27 47 1,969 234 75

日本向け 1,310 △525 223 68 13 1,835 155 127

米州向け 756 △16 511 △150 50 772 661 110

アジア向け 620 △34 57 △20 — 654 77 10

合計 4,198 △1,032 998 △129 110 5,230 1,127 322

（注） 1.  貸出金残高のうち、売却予定額は約80億円であります。なお、平成23年度における売却元本は約340億円、売却損益は約△130億円であります。
 2.  「Ⅰ証券化商品の状況」の裏付資産に含まれるレバレッジドローンは含めておりません。
 3.  貸倒引当金には、正常先に対する一般貸倒引当金は含めておりません。
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IV ABCPスポンサー業務の状況
当社グループは、顧客の資金調達のため、当該顧客の売掛債権等

を原資産としたABCPの発行に関するスポンサー業務を行ってお
ります。原資産残高の大部分は事業法人向け債権であり、サブプ
ライムローン関連の資産は含まれておりません。

　	 （単位：億円）
平成24年3月末 平成23年3月末

残高 残高うち海外 うち海外平成23年 
3月末比

平成23年 
3月末比

ABCPスポンサー業務に係る原資産 5,999 1,267 2,309 362 4,732 1,947

（参考） 上記の他、他社がスポンサーとなるABCPプログラムに対し、当社グループが流動性補完を行っているものがあり、当該プログラムに係る流動性補完枠
は約460億円であります。

V その他
当社グループは、いわゆるSIV（Structured Investment Vehicle）の発行する有価証券を保有しておりません。
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リスク管理への取り組み

リスク管理の基本的な考え方
金融業務に付随するリスクが多様化、複雑化していく中、

金融持株会社経営においては、従来にもましてリスク管理、
すなわちリスクの把握とそのコントロールが重要になって
きています。
当社は、グループ全体のリスク管理を行うに際しての基
本的事項を｢リスク管理規程｣として制定しています。こ
の中で、リスク管理の基本的な考え方として、（1）当社が
グループ全体として管理すべきリスクの種類を特定したう
えで、｢グループ全体のリスク管理の基本方針｣を策定す
る、（2）当社は、グループ会社が当社の定める｢グループ
全体のリスク管理の基本方針｣に則し、適切なリスク管理
態勢の整備を図るよう必要な指導を行う、（3）当社は、グ
ループ会社が適切にリスク管理を実施しているかをモニタ
リングする、ということを定めています。
（1）  管理すべきリスクの種類
当社は、グループ全体として管理すべきリスクの種類を
①信用リスク、②市場リスク、③流動性リスク、④オペ 

レーショナルリスク（事務リスク、システムリスク等）と分
類し、更にグループ会社が各々の業務状況等に応じ、管理
すべきリスクの種類を特定するよう必要な指導を行いま
す。また、管理すべきリスクの種類は随時見直し、環境変
化に応じて新たに発生したリスクを管理すべきリスクとし

て追加することとしています。これらのリスクを総合的に
管理する観点から、グループ全体のリスク管理を統括する
機能を有した｢リスク統括部｣を設置し、企画部とともに
各リスクについて網羅的、体系的な管理を行っています。
（2）  リスク管理の基本原則とリスク管理の基本方針
当社は、｢グループ全体のリスク管理の基本方針｣にお
いて、｢連結ベースで管理する｣、｢計量化に基づく管理を
行う｣、｢業務戦略との整合性を確保する｣、｢牽制体制を
整備する｣、｢緊急時や重大な事態に備えた対応を行う｣、
｢態勢の検証を行う｣といった｢リスク管理の基本原則｣や
｢リスク管理のプロセス｣を定めるとともに、グループ会
社のリスク管理を適切に実施するための具体的な｢運営方
針｣を定めています。
グループ会社においては、｢グループ全体のリスク管理
の基本方針｣に基づき、定期的かつ必要に応じて随時、各
リスクカテゴリーの管理の基本方針を見直し、適時、適切
な方針に則って管理をしています。当社は、これをモニタ
リングし、必要に応じ適切に指導を行っています。

リスク管理の体制
当社では、リスク管理の重要性に鑑み、経営陣が｢グ 

ループ全体のリスク管理の基本方針｣の決定に積極的に関
与する体制としています。具体的には、「グループ全体の

■三井住友フィナンシャルグループのリスク管理体制
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リスク管理の基本方針｣は、グループ経営会議で決裁のう
え、取締役会の承認を得るというプロセスをたどります。
グループ経営会議、担当役員、リスク管理担当部署等は、
こうして承認された｢グループ全体のリスク管理の基本方
針｣に基づいてリスク管理を行います。
一方、傘下のグループ会社では、｢グループ全体のリス
ク管理の基本方針｣を踏まえて、リスク管理体制を構築し
ています。例えば、三井住友銀行では、前記①～④のリス
クおよび決済に関するリスクについて、特にリスク管理担
当部署を定め、リスクカテゴリーごとにその特性に応じた
管理を行っています。また、各業務部門から独立した｢リ
スク管理部門｣を設置し、「信用リスク」「市場リスク」「流
動性リスク」「オペレーショナルリスク」という主要なリス
クの管理機能を集約し、リスク横断的なレビューを強化す
るなど、リスク管理態勢の高度化を図っています。同部門
には、担当役員を配置し、傘下に「リスク統括部」および「投
融資企画部」を配置しており、同部門の統括部の位置付け
であるリスク統括部は、経営企画部とともに、総合的な観
点から各リスクを網羅的、体系的に管理することとしてい
ます。更に、これらのリスク管理態勢については、各部門
から独立した監査部門が内部監査を実施し、検証する体制
としています。
また、リスク管理の基本方針の決定には経営陣が積極的

に関与する体制としており、特に信用リスクおよび市場リ
スク・流動性リスクに関しては、経営会議において、経営
会議役員と関連部長から構成される｢信用リスク会議｣、 
｢市場リスク会議｣を開催し、リスク管理に関する業務執
行上の意思決定体制の強化を図っています。

統合リスク管理
（1）  リスク資本による管理
総合的な観点から、リスクとリターンのバランスをとっ
た管理を実現し、かつ十分な健全性を確保するために、経
営管理制度の一環として｢リスク資本による管理｣を実施
しています。これは、信用・市場・オペレーショナルの各
リスクを、それぞれのリスクの特性やグループ会社の業務
特性を勘案したうえで、VaR等をベースとした統一的な尺
度である「リスク資本」として計測し、適切かつ効果的な方
法で当社の経営体力（自己資本）の範囲で資本配分を行うも
のです。
具体的には、信用、市場リスクにおいては、期中にとり
うるリスク資本の最大値を、業務計画に一定のストレス状
況等を勘案して｢リスク資本極度｣として定めているほか、
オペレーショナルリスクにおいてもリスク資本の割当を行
い、当社グループ全体のリスク資本が自己資本の範囲内と
なるよう上限管理を行っています。この「リスク資本極度」

■ リスクカテゴリー毎の管理の枠組み
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コンピュータシステムの停止や誤作動、不正利用等により金融機関が損失を被るリスク

運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、決済に必要な資金調達に
支障をきたしたり、通常より著しく高い金利での調達を余儀なくされるリスク

役職員が正確な事務処理を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリスク

内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこと、または
外生的事象が生起することから生じる損失にかかるリスク

金利・為替・株式などの相場が変動することにより、金融商品の時価が変動し、
損失を被るリスク

与信先の財務状況の悪化等のクレジットイベント（信用事由）に起因して、
資産（オフ・バランス資産を含む）の価値が減少ないし滅失し、損失を被るリスク

—

カテゴリー


